
【機密性1情報】 様式3-4

公益
法人
の区
分

国所管、
都道府県
所管の区

分

応札・
応募者
数

toto販売・払戻システム改
善対応（公式サイトイオン
カード決済追加（論理設計
以降））

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　大東和美
東京都港区北青山2-8-35

H27.12.11
日本ユニシス株式会社
東京都江東区豊洲1-1-1

【会計規則第18条第4項：競争に付
することが不利と認められる場
合】
現に契約履行中のシステム運用保
守業務の契約相手方以外が履行し
た場合、障害発生時の問題箇所特
定が困難になる等、著しく不利な
契約となる虞があるため。

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

16,851,175 － 0 － － －

自転車競技場等の利用

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　大東和美
東京都港区北青山2-8-35

H27.12.18
一般財団法人日本サイクル
スポーツセンター
静岡県伊豆市大野1826

【会計規則第18条第4項：契約の性
質又は目的が競争を許さない場
合】
国際規格に沿った、国内唯一の屋
内自転車競技場であるため。

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

4,679,610 － 0 － － －

スポーツ振興投票事業にお
ける広報・広告宣伝業務（3
月施策（2015年度））

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　大東和美
東京都港区北青山2-8-35

H27.12.21
株式会社電通
東京都港区西新橋1-8-1

【会計規則第18条第4項：契約の性
質又は目的が競争を許さない場
合】
取引基本契約に基づく個別契約の
ため。

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

335,000,000 － 0 － － －

置き構台等の賃貸借

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　大東和美
東京都港区北青山2-8-35

H27.12.25
株式会社コセキ
東京都渋谷区代々木1-31-
15

【会計規則第18条第4項：契約の性
質又は目的が競争を許さない場
合】
「日本青年館等とりこわし工事」
において、工事完了時に撤去予定
であった置き構台等を残置するこ
ととなり、架設の施工計画を立
案・実施した者から当該工事完了
後も引き続き賃借する必要が生じ
たため。

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

6,696,589 － 0 － － －

法人名：独立行政法人日本スポーツ振興センター

契約金額
（単位：円）

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公開（物品･役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

随意契約によることとした業務方
法書又は会計規程等の根拠規程及
び理由

予定価格
（単位：円）

落札率
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備考物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は名
称及び住所

随意契約によることとした業務方
法書又は会計規程等の根拠規程及
び理由

予定価格
（単位：円）

落札率

高層棟地下強力サポートの
賃貸借

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　大東和美
東京都港区北青山2-8-35

H27.12.25
株式会社神田興業
東京都世田谷区喜多見7-
25-17

【会計規則第18条第4項：契約の性
質又は目的が競争を許さない場
合】
「日本青年館等とりこわし工事」
において、工事完了時に撤去予定
であった高層棟地下強力サポート
を残置することとなり、架設の施
工計画を立案・実施した者から当
該工事完了後も引き続き賃借する
必要が生じたため。

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

2,572,312 － 0 － － －

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


